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Ⅰ 予算規模  

（単位：千円、％） 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

一  般  会  計 42,351,000 40,641,000 1,710,000 4.2

特  別  会  計 39,639,155 38,603,130 1,036,025 2.7

合        計 81,990,155 79,244,130 2,746,025 3.5

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 一般会計（歳入） 

１ 総括                             （単位：千円、％） 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

市       税 13,105,919 12,969,784 136,135 1.0

地方譲与税・交付金 2,357,000 1,977,200 379,800 19.2

地 方 交 付 税 9,160,000 9,175,000 ▲15,000 ▲0.2

国 県 支 出 金 6,286,336 5,734,125 552,211 9.6

そ の 他 収 入 3,551,245 3,411,991 139,254 4.1

市       債 7,890,500 7,372,900 517,600 7.0

合       計 42,351,000 40,641,000 1,710,000 4.2

平成２８年度 射水市予算（案）の概要 

～ポイント～（一般会計） 

☞ 社会保障関係費の伸びに加え、新たに小・中学校の大規模改造や（仮称）子ども

子育て総合支援施設の整備に着手することなどから、予算総額は２年ぶりの増とな

った。 

☞ 総合計画の着実な推進と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に沿って地方創生

の実現を図ることに主眼を置いて予算を編成した。 

☞ 平成２７年度に続き「行革推進特別枠」を設け、将来の行革効果が高いと見込ま

れる事業について、重点的に予算を配分した。 

資料Ｎｏ.１
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２ 主要一般財源 

⑴ 市税                            （単位：千円、％） 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

個 人 市 民 税 4,540,100 4,514,000 26,100 0.6

法 人 市 民 税 971,900 1,048,000 ▲76,100 ▲7.3

固 定 資 産 税 6,716,319 6,569,184 147,135 2.2

軽 自 動 車 税 243,600 214,600 29,000 13.5

市 た ば こ 税 610,000 600,000 10,000 1.7

入 湯 税 24,000 24,000 0 0.0

合       計 13,105,919 12,969,784 136,135 1.0

 

 

① 地方譲与税 

 

⑵ 地方譲与税及び交付金 

①  地方譲与税                        （単位：千円、％） 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

地方揮発油譲与税 88,000 91,400 ▲3,400 ▲3.7

自動車重量譲与税 228,000 219,800 8,200 3.7

特 別 と ん 譲 与 税 27,000 28,000 ▲1,000 ▲3.6

合       計 343,000 339,200 3,800 1.1

② 交付金                          （単位：千円、％） 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

利 子 割 交 付 金 24,000 33,000 ▲9,000 ▲27.3

配 当 割 交 付 金 105,000 55,000 50,000 90.9

株式等譲渡所得割交付金 60,000 20,000 40,000 200.0

地方消費税交付金 1,649,000 1,354,000 295,000 21.8

ゴルフ場利用税交付金 58,000 60,000 ▲2,000 ▲3.3

自動車取得税交付金 50,000 45,000 5,000 11.1

地 方 特 例 交 付 金 52,000 55,000 ▲3,000 ▲5.5

交通安全対策特別交付金 16,000 16,000 0 0.0

合       計 2,014,000 1,638,000 376,000 23.0

 

 

 

⑶ 地方交付税                         （単位：千円、％） 

 

 

～ポイント～ 

☞ 法人市民税は税制改正による減収を見込むが、固定資産税において、北陸新幹線 

 開業に伴う増収を見込むなど、市税全体では 1 億 3,613 万 5 千円の増収（＋1.0％）

を見込んでいる。 

～ポイント～ 

☞ 地方譲与税は、国が示す地方財政計画等を踏まえ、380 万円の増を見込んでいる。

☞ 交付金は、国が示す地方財政計画等を踏まえ、配当割、株式等譲渡所得割、地方

消費税及び自動車取得税の各交付金において増収となる見通しであるなど、全体で 

 3 億 7,600 万円の増を見込んでいる。 
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(3) 地方交付税                      （単位：千円、％） 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

普 通 交 付 税 7,940,000 8,000,000 ▲60,000 ▲0.8

特 別 交 付 税 1,220,000 1,175,000 45,000 3.8

合       計 9,160,000 9,175,000 ▲15,000 ▲0.2

 

 

 

 

 

 

３ 市債                            （単位：千円、％） 

 

                                

 

 

 

 

＜参考＞市債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 平成 28 年度 平成 27 年度 増減 伸率 

借 入 予 定 額 7,890,500 7,372,900 517,600 7.0

年 度 末 残 高 63,245,165 60,429,796 2,815,369 4.7

～ポイント～ 

☞ 普通交付税は、市税等の増収や地方財政計画の動向に加え、いわゆる一本算定の影

響もあり、6,000 万円の減（▲0.8％）を見込んでいる。 

☞ 特別交付税は、過去の決算推移等を踏まえ、4,500 万円の増（＋3.8％）を見込ん

でいる。 

～ポイント～ 

☞ 庁舎や小・中学校の整備等に充てる合併特例事業債を 48 億 7,160 万円、普通交付 

 税の代替財源である臨時財政対策債を 16 億 6,000 万円計上している。 

  市債全体では、投資的経費の伸びに伴い、前年度比 5億 1,760 万円の増（＋7.0％）

 を見込んでいる。 

※平成２６年度までは決算ベース、平成２７年度以降は当初予算ベース 

     億円 
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Ⅲ 一般会計（歳出） 

１ 総括                             （単位：千円、％） 

区   分 平成28年度 平成 27 年度 増減 伸率 

人 件 費 5,685,337 5,713,553 ▲28,216 ▲0.5

扶 助 費 6,759,342 6,493,296 266,046 4.1

公 債 費 5,728,121 5,777,271 ▲49,150 ▲0.9

投 資 的 経 費 8,727,288 7,027,154 1,700,134 24.2

そ の 他 経 費 15,450,912 15,629,726 ▲178,814 ▲1.1

合       計 42,351,000 40,641,000 1,710,000 4.2

 

 

 

 

 

 

 

２ 重点施策 

  

 

～ポイント～ 

☞ 人件費は、2,821 万 6 千円の減（▲0.5％）となっている。 

☞ 扶助費は、自立支援給付費や保育園・幼稚園運営委託等事業費において伸びが顕著

であり、全体で 2億 6,604 万 6 千円の増（＋4.1％）となっている。 

☞ 公債費は、借入利率が低い水準で推移していることに加え、計画的に実施している

繰上償還の影響もあり、4,915 万円の減（▲0.9％）となっている。 

☞ 投資的経費は、新たに片口・歌の森小学校、小杉南中学校の大規模改造や、大門庁

舎を活用した（仮称）子ども子育て総合支援施設の整備に取り組むことなどから、 

 17 億 13 万 4 千円の増（＋24.2％）となっている。 

～ポイント～ 

「未来へつながる いみず次世代応援予算」と位置付け、5つの政策 

分野に重点的な予算配分を行った。 

 

１ 少子高齢化・人口増加に関する政策 

☞ 出生第２子保育料無料化、若者の定着・ＵＩターンに向けた奨学金返済助成 等

２ 安全・安心に関する政策 

☞ 新庁舎整備、防災行政無線デジタル化整備事業、消防及び消防団車両更新 等 

３ 地域活性化に関する政策 

☞ 企業団地適地調査、射水ベイエリア周遊バス実証運行 等 

４ 環境に関する政策 

☞ 電気自動車導入促進事業、防犯灯のＬＥＤ化 等 

５  人づくりに関する政策 

☞  市内ＮＰＯ法人の活動を紹介するホームページ作成、まちづくり大学事業 等 


